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研究要旨  

（目的） 

南海トラフ地震時に必要なDPAT（Disaster Psychiatric Assistant Team、以下DPAT）隊数

を推計すること、また、他の支援チームから見たDPATに求められる活動内容および現在の課

題を明確化、南海トラフ地震を想定した訓練の実施することを目的とする研究を行った。 

（方法） 

令和5年度内閣府が主催する南海トラフを想定した令和5年度大規模地震時医療活動訓練に

おいて、被災想定自治体に対し行ったアンケート調査で回答をいただいた５自治体に対し、

改めてインタビュー調査をお願いし、より回答の詳細を確認した。本結果から得られた内容

は、今年度実施された大規模地震時活動訓練の被災想定自治体向けアンケート調査に反映し

た。令和５年度同様に、同訓練に参加したDPAT隊員を対象にアンケート調査を行った。さら

に、DPATに求められる役割と課題を明確にするため、今年度は日赤こころのケア指導者に対

して、アンケート調査を実施した。 

（結果） 

インタビュー調査では、協力が得られた２自治体に対し、DPAT先遣隊やインストラクター

の役割、DPATの質の向上、予算、隊員・登録医療機関の目標値、DMATとの連携課題について

聞き取りを行った。その結果、本部の円滑な運営支援や他チームとの連携、統括者のサポー

トが重要視され、また災害対応能力向上が求められた。予算面では、病院側にインセンティ

ブがないことから登録医療機関の確保が難しく、資機材購入支援やインストラクター認定に

至るまでの費用補助等が望まれる結果となった。 

被災想定自治体向け調査では、DHCoS（Damaged Hospital. Continuation Support, 災害時

病院対応と病院診療継続支援シミュレーション、以下DHCoS）の結果に基づき、被災による人

的被害や精神科病院の影響を分析した。震度６以上の地域では精神科病院の大半が影響を受

けることが判明し、DPAT調整本部の必要人員は17～20名であり、前年度の推計値よりやや人

数が必要であることが示唆された。またDPAT活動拠点本部の設置数は最大12か所であること

および、対応病院数は16～39病院で、前年度より多い傾向にあった。加えて、活動拠点本部

の運営における必要人数は、13～20人であった。昨年度より人員が必要だった理由として、
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人口規模や精神科病院数によるものと推察された。 

DPAT隊員向け調査では、本訓練に参加した122名にアンケートを実施した。DPAT調整本部で

は18～20人、DPAT活動拠点本部には最低３隊、14～16人が必要との回答が多かった。被災病

院での支援では、搬送・診療継続支援が主要業務となり、トリアージや物資支援、院内診療

支援が求められた。災害拠点精神科病院での支援では、受入患者数34名につき、４～８隊が

一時集積対応には必要であることが明らかとなった。ただし、これは先の結果のように、非

自発的入院患者の割合によっても変動しうることが予想された。 

日赤こころのケア指導者調査では、DPATとの活動経験がある指導者39名のうち、大半の者

からDPATの高評価を得られたが、DPATの課題としては、「何をやっているのかわからない」

「どこにいるのかわからない」という点も指摘された。また、DPATに期待する活動は「避難

所でのメンタルヘルスケア」が最も多く、災害時の役割の明確化が必要とされた。 

（結論） 

本調査の結果、DPAT調整本部やDPAT活動拠点本部の隊数および病院支援に必要な隊数につ

いて、概ね確定値が得られたと言えよう。また、日赤こころのケア指導者からみたDPATの効

果については、一緒に活動した隊員からは肯定的な評価が得られた一方で、多くの課題や求

められる活動についての意見が認められた。今後は過去のDPAT活動報告も踏まえ、より精緻

な隊数の評価や、今後の対応について検討していきたい。 

Ａ．研究目的 

 昨年度得られた知見を基に、今年度の大規模

地震時医療活動訓練を行うことで、激甚災害に

おける DPAT の必要隊数の算出と、他の支援チ

ームからみた DPAT の評価、及び DPAT に求めら

れる役割と課題の抽出を行うことを目的とし

た。 

 なお、令和 7 年 3 月 31 日に改正された DPAT

活動要領では、「DPAT 先遣隊」から「日本

DPAT」に名称が変更となったが、本研究報告書

では令和 6年度の研究であることから、DPAT 先

遣隊の名称を使用することとする。 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象および方法 

・令和５年度大規模地震時医療活動訓練に

おける被災想定６自治体を対象としたアンケ

ート調査に協力いただいた５自治体にインタ

ビュー調査への協力依頼を行った。その内、

２自治体からの協力が得られ、オンラインに

よる半構造化面接を実施した。 

・令和６年度大規模地震時医療活動訓練に

おける被災想定６自治体を対象としたアンケ

ート調査（以下、被災想定自治体向け調査）

（資料１）を作成し、各自治体にメールにて

送付した。以上の調査から得られた回答を集

計し、当分担研究班員で解析を行った。 

・上記訓練に参加した 122 名の DPAT 隊員に

向けたアンケート調査（以下、DPAT 隊員向け

調査）（資料２）を作成し、各自治体災害精

神保健医療担当者を通じて、メールにて回答

を求めた。回収した調査票を集計し、当分担

研究班員で解析を行った。 

・日赤の担当者に、本研究概要についてメ

ールと文章、オンラインにて説明を行い、実

施の承諾を得た上で、全こころのケア指導者

に対しアンケート調査（以下、日赤こころの

ケア指導者向け調査）（資料３）を実施し、

当分担研究班員で解析を行った。 

以上の調査から得られた回答の集計し、後

述の研究結果に示すデータ解析を行った。 

２．倫理面への配慮 

いずれの調査票についても、日本精神科病

院協会の倫理委員会の承認を得て行った。ま
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た、調査票には個人名などの個人情報は記載

されないよう配慮し、同意については調査票

の回答をもって同意とした。 

 

Ｃ．研究結果 

１．インタビュー調査 

 昨年度のアンケート調査に回答いただいた

５自治体のうち、本調査の協力依頼にご同意

いただけたのは、２自治体であった。 

 この２自治体に対し、以下の項目について

インタビュー調査を実施した。 

（１）本部における DPAT 先遣隊や DPAT イ

ンストラクターそれぞれに担ってほしい役

割について 

（２）DPAT の質の向上に関する具体につい

て 

（３）予算について 

 ・必要な予算規模 

 ・希望する予算の内容 

（４）DPAT 隊員・登録医療機関の目標値に

ついて 

（５）DMAT（担当課）との連携課題解消の

ための必要な対応について 

 DPAT インストラクターに求められる役割と

して、本部が円滑に進むためのサポート、他の

チームとの連携、統括者のサポートがあげられ

た。また、DPAT 先遣隊に求められる役割として

は、本部の運営や立ち上げ支援や、本部活動、

DPAT 統括者のサポート等があげられた。 

 次に、DPAT の質の向上に関する具体と課題

については、DPAT 統括者、DPAT 先遣隊、都道

府県 DPAT、DPAT 担当者に分け確認し、その結

果を図に示す（図１）。いずれも共通してい

るのは、災害時における対応能力の向上であ

った。特に、DPAT 担当者においては、人事に

よる異動があることが課題であると認識され

ていた。 

 予算についての要望として、現在 DPAT に関

しては、病院側に何もインセンティブがない

ことにより、新たな DPAT 隊員や登録医療機関

の手上げに難渋していることから、DPAT 先遣

隊１隊につき数十万の補助が付くことが理想

であるとの回答があった。また、DPAT 先遣隊

になることを前提としたうえで、その準備段

階において資機材等の購入に使える費用をつ

けてほしい、またインストラクターの人数を

増やすためにも、認定までにかかる費用負担

をお願いしたいという意見があがった（図

２）。 

 DPAT 先遣隊の設置目標としては、それぞれ

具体的な数値までは定めていない現状である

と述べられたうえで、圏域ごとに最低２隊と

の意見が出た。また、DPAT インストラクター

数についても、各種本部に最低１名は必要と

の意見もあがった。 

 最後に DMAT（担当課）との連携については

いずれも課題であると認識しており、平時か

らの連携を試みているものの、十分とは言え

ないとの意見が挙げられた。そのうえで、

DMAT との合同訓練は有効であったとの意見も

あり、こういった訓練機会を漏らさず、積極

的に活用していくことが重要であると考えら

れた。 

２．被災想定自治体向け調査 

本訓練に参加した自治体のうち、４自治体

すべてから回答が得られた。なお、本調査結

果は誹謗中傷対策等の観点から対外的に公開

することが難しい内容を含み回答していただ

いた自治体名をＦ～Ｉとして表記している。 

DHCoS の結果を基にした各自治体における被

災を受ける人的被害、および精神科病院数は

表１の通りである。特筆すべきは、３自治体

においては、震度６または震度７地域の精神

科病院の割合が、県内の精神科病院の概ね

90％以上であったことである。 

次に想定される活動拠点本部数について

は、表２の通りである。今年度の調査でも隊

数が十分であると判断したうえで、必要な活

動拠点本部数を回答していただいた。その結

果、各自治体における活動拠点本部設置予定

数は、最低３か所から最大 12 か所であった。

また、活動拠点本部１か所あたりに対応する
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予定の病院数は 16～39 病院程度であった。こ

れは、昨年度の活動拠点本部設置予定数が１

～６か所、対応する精神科病院数 16～17 病院

と比べ、多くなっており、自治体の人口規模

や精神科病院数の違いによるものと考えられ

た。 

本訓練を踏まえた、DPAT 調整本部に必要な

人員の結果は、表３の通りである。本調査結

果から、DPAT 調整本部に必要な人員は 17～20

名程度という結果であった。人員についての

回答の内訳は、４自治体中都道府県 DPAT 隊員

を必要としたのは１自治体であった。1 自治体

のみ、自治体職員のみで運用すると回答され

たが、残りの３自治体は DPAT 先遣隊、DPAT イ

ンストラクターも本部人員として必要と回答

した。それぞれに担ってもらいたい役割につ

いては表４に示した。 

同じく DPAT 活動拠点本部に必要な人員に関

する調査結果（表５）から、13～20 名程度の

人数が必要と回答された。これは昨年度の調

査結果とほぼ同数であった。また、すべての

自治体が、「都道府県 DPAT（自自治体・他自

治体）、DPAT 先遣隊（他自治体）が必要であ

る」と回答した。DPAT インストラクターを必

要と回答した自治体は３自治体で、不要と回

答した自治体の理由は、DPAT インストラクタ

ーは、都道府県 DPAT として活動してほしいた

め、であった（表６）。 

本訓練では、調整本部業務、活動拠点本部

業務、転院搬送の補助を主として行い、災害

拠点精神科病院の補助を担えた自治体は３自

治体であった。また、自治体における DPAT 課

題についての回答とその内訳は、DPAT 隊員が

少ない（３自治体）、DPAT 登録医療機関が少

ない（２自治体）、DPAT の質の向上（３自治

体）、DPAT 関連予算が少ない（１自治体）、

DPAT 研修回数が少ない（２自治体）、DMAT 等

他の支援チームや担当課との連携（４自治

体）であった。DPAT の質の向上、および DPAT

関連予算について詳細を尋ねたところ、DPAT

統括者、DPAT 先遣隊、都道府県 DPAT について

は、研修・訓練、知識不足のほか、統括者の

場合は統括者間の連携が深められていない、

という回答もあった。予算に関しては、都道

府県 DPAT 登録医療機関に対して、関連資機材

の補助があると望ましいという回答であった

（表７）。 

３．DPAT 隊員向け調査 

 本訓練に参加した DPAT 隊員に対し、アンケ

ート調査を実施し、122 名から回答を得た。そ

の結果、DPAT 調整本部で活動した隊員が 18

名、DPAT 活動拠点本部で活動した隊員が 47

名、被災精神科病院で活動した隊員は 42 名、

災害拠点精神科病院で活動した隊員は 10 名、

避難所、身体科病院で活動した隊員は１名、

その他と回答した隊員は１名であった。本回

答は、複数回答可としている。 

 DPAT 調整本部で活動した隊員を対象とした

調査では、役割ごとの必要人数の平均は、副

本部長２名、連絡係４名、情報収集係４名、

記録係３～４名、リエゾン係２～３名、その

他２名であった。これに本部長 1名を足し、

合計 18～20 名程度必要との結果であった（表

８）。 

 DPAT 活動拠点本部で活動した隊員を対象と

した調査結果は以下の通りである。本訓練で

は３隊で対応したと回答した者は 16 名（約

40％）であり、その内 13 名（約 81％）が「十

分対応できた」と回答したが、２隊で対応し

たと回答した者が 15 名（約 32％）であった

が、その内 11 名（約 73％）が「もう少し人員

が欲しかった」と回答しており、最低でも３

隊以上必要であることが明らかとなった。必

要な役職についての平均値は、副本部長 1～２

名、連絡係３名、情報収集係３名、記録係３

名、リエゾン係１～２名、その他２名であ

り、これに本部長 1 名を足し、平均 14～16 名

程度必要であることが明らかとなった（表

９）。その他の役職として、回答数は少なか

ったものの、受付や資機材準備／管理、転院

調整等が挙げられた。 

 被災した精神科病院への支援の内訳として、
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病院避難対応が 35 名、診療継続支援が 10 名、

その他が４名であった。病院避難と回答した者

に対して行った調査した結果、平均すると15名

程度の患者（内、10 名が医療保護入院者、２名

が任意入院者、不明が３名）搬送を行い、必要

な隊数としては３隊であったと回答を得た。ま

た、診療継続支援については、平均３隊程度必

要との結果であり、支援内容としては、トリア

ージ、搬送先の選定、停電や物資の支援（飲水、

仮設トイレ）、転院搬送支援、院内で診療が必要

な患者の見守り等であった。最後に「その他」

と回答した内容では、「災害拠点精神科病院で

の他病院患者の受け入れ（一時集積と入院）に

関わる」、「一時集積した患者の対応」等と回

答されていた。 

 災害拠点精神科病院での活動した隊員への

調査では、受入患者数 34 名につき、必要隊数

が４～８隊であった。災害拠点精神科病院で

のそれぞれの対応については、表 10 の通りで

あった。 

 最後に、その他の活動地域で活動した隊の

活動内容は、「身体科病院において、DPAT 活

動拠点本部と東京都の災害医療拠点の中継、

調整」と「病院支援に行くまでの間、DPAT 活

動拠点本部でも対応した。」、「他自治体の

先遣隊と一緒になって、情報収集を主とし

て、記録係や連絡係にも分かれて対応し

た。」であった。 

４．日赤こころのケア指導者向け調査 

日赤こころのケア指導者に向けて、アンケ

ート調査を実施し、265 名から回答を得た。 

265 名のうち、過去の災害において DPAT と

一緒に活動した者は 39 名（15％）であり、

179 名（68％）は一緒に活動しなかったと回答

した。 

一緒に活動した 39 名からの、DPAT の評価と

しては、「とても良かった」（13 名）、「良

かった」（23 名）で、「あまり良くなかっ

た」（３名）であった。良かった点、良くな

かった点については、図２を参照されたい。 

日赤こころのケア指導者から見た、DPAT の

課題について、「DPAT と一緒に活動した群」

と、「一緒に活動しなかった群」に分けて、

集計した。その結果、DPAT の問題点について

は、いずれの群でも多かったのは「何をやっ

ているのかわからない」「どこにいるのかわ

からない」が多く認められた。その他の回答

は図３、４の通りである。さらに、日赤ここ

ろのケア指導者からみて DPAT に求める活動に

ついても同様に、「DPAT と一緒に活動した

群」と、「一緒に活動しなかった群」に分け

て、集計した。その結果、両群とも「避難所

におけるメンタルヘルスケアニーズ」が 1 番

に回答され、その後の順位も変化はなかった

（図５、６）。 

 

Ｄ．考察 

１．DPAT 調整本部に必要な隊数 

自治体向け調査、DPAT 隊員向け調査の結果

をまとめると、DPAT 調整本部に必要な人員

は、17～20 名程度必要であった。DPAT１隊の

最低人数は３名であるため、県庁職員を除

き、４～５隊は必要という計算になる。この

結果は、昨年度の結果に比べ数名程度多く、

人口規模や精神科病院数等が影響しているこ

とが示唆された。さらに、１自治体は自治体

職員のみで対応すると回答があったが、多く

は DPAT 先遣隊、DPAT インストラクターを本部

要員として参集することを想定しており、役

割毎の人数としては、本部長１名、副本部長

２名、連絡係４名、情報収集係４名、記録係

３～４名、リエゾン係２～３名、その他２名

であった。一方で、DPAT 先遣隊等が不要と判

断した自治体は、既存の自治体マニュアルに

記載がないためと回答があり、自治体のマニ

ュアル改定が必要との回答のほか、インスト

ラクターの役割について明確化してほしいと

の意見もあがっていた。昨年度の結果も併せ

て、人口規模等により左右されるが、DPAT 調

整本部には DPAT が少なくとも３～５隊必要で

あることが明らかとなった。 

２．DPAT 活動拠点本部に必要な隊数  
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同じく、自治体向け調査、DPAT 隊員向け調

査の結果をまとめると、DPAT 活動拠点本部に

必要な人員は、13～20 名必要であり、昨年度

とほぼ同数であった。上記と同様に計算する

と、DPAT４～７隊必要な計算となる。さら

に、首都直下地震においては、DPAT 活動拠点

本部設置総定数は３～12 か所と幅があり、１

自治体につき、12～48 隊は急性期に必要とい

う計算になる。そのいずれにも他自治体 DPAT

先遣隊は必要であると回答があり、多くの自

治体で DPAT インストラクターも参集する必要

があると回答が得られた。役割毎の人数とし

ては、本部長１名、副本部長１～２名、連絡

係３名、情報収集係３名、記録係３名、リエ

ゾン係１～２名で、その他の人員に２名であ

った。これらの結果から、DPAT 活動拠点本部

に必要な隊数は、１自治体あたり最低でも４

隊×DPAT 活動拠点本部数×活動期間の式で表

されることが示唆された。 

３．本部活動に必要な隊数の算出 

以上の結果から、１隊３人、現地活動期間

５日とした場合、被災１自治体、被災後１か

月（３０日）間に本部に必要な人員は以下の

計算式で算出される。 

調整本部：３隊×６回交代＝18 隊 

活動拠点本部：４隊×６回交代×X箇所＝２

４X 隊（X は活動拠点本部数） 

これで、被災自治体数を Y とし、活動期間を Z

か月とすると、本部活動に必要な隊数だけ

で、４２XYZ 隊となる。これで令和５年度大規

模地震時医療活動訓練の想定を加えると、被

災想定５自治体、平均活動拠点本部数が３か

所であることから、42 隊×３か所×５自治体

×１か月＝630 隊ということになる。現在

DPAT 先遣隊の隊数は明らかにしていないが、

DPAT 隊員数は令和６年度末時点で 1260 名であ

り、単純に３で割った場合、420 隊の計算とな

る。実際にこの数値を上回ることがないこと

から、被災後１か月の時点でも先遣隊数が不

足していることが明らかである。 

 また、DPAT インストラクター数も、全本部

に最低１名配置するとなると、120 名となり、

現在の DPAT インストラクター数が 58 名であ

ることから、DPAT インストラクターの育成も

急務である。 

４．病院支援について必要な隊数 

 今回の DPAT 隊員向け調査から、病院避難時

には、平均して 15 名の患者搬送時には DPAT３

隊が、診療継続支援時には１病院につき３隊

が必要との試算がでた。これは、昨年度の必

要隊数より多く算出されている。その理由と

して、今回の訓練においては、昨年度と比較

し、非自発入院者の割合が 68％と多く認めら

れたことに起因されていると考えられる。 

５．災害拠点精神科病院に必要な隊数 

 受入患者数 34 名につき、４～８隊が一時集

積対応には必要であることが明らかとなっ

た。ただし、これは先の結果のように、非自

発的入院患者の割合によっても変動しうるこ

とが予想される。 

また、それぞれの役割として、医療的役割

では、精神症状の評価や身体トリアージ、入

院対応等の補助が、看護師的役割では、入院

対応の補助、患者の状態評価、再トリアージ

等が、業務調整員的役割では、クロノロや情

報収集、病院側等との連絡調整等があげられ

ていた。 

６．自治体における課題 

 本年度の調査では、自治体における課題と

して、DPAT 隊員が少ないと回答した自治体は

３自治体であり、DPAT 登録医療機関が少ない

と回答したのは２自治体であった。しかし、

DPAT 事務局より提供いただいた令和６年度

DPAT 関連体制整備調査の結果から、各自治体

の DPAT 登録医療機関割合は、３割程度であ

り、今回の被災想定が首都圏であることを考

えると、現在の割合でも不安要素は残る。ま

た、DPAT 関連予算が少ないと回答した自治体

は１自治体のみであったが、DPAT の質の向上

が課題と回答した自治体は３自治体あり、い

ずれも研修や訓練機会がないと回答されてお



 

- 15 - 
 

り、これらを各々自治体で補うことを検討し

た場合、現在の予算額で充足しているとはい

いがたいと推察される。また、どのような予

算が必要かをインタビュー調査で確認したと

ころ、以下の回答を得た。 

・先遣隊１チームに対して幾十万円の補助

が付くことが理想 

・技能維持研修に関する補助金 

・資機材の購入費について、品番を事前に

決め切らないといけない点で苦渋している

ため、柔軟な形での申請ができると大変助

かる 

最後に全自治体が課題と感じたこととし

て、DMAT 等、他の支援チームや担当課との連

携が挙げられていた。 

７．日赤こころのケア指導者による DPAT の評

価と課題、求める役割 

過去の災害において、DPAT と一緒に活動経

験した方は回答者の約 15％ではあったが、そ

の内約９割以上の方が、DPAT の活動に対して

高評価をいただいた。一方で「何をしている

のかわからない／どこにいるのかわからな

い」との回答も認められ、本部における連携

はしつつも現場での連携に課題が感じられ

た。また少数ながら、「依頼しても断られ

る」「チームにより差が大きい」との意見も

認め、都道府県 DPAT も含めチームの質の向

上、均てん化が急務である。特に都道府県が

主催する DPAT 研修においては、座学のみや、

EMIS 実習がない自治体もあることから、これ

らの研修の統一が重要といえよう。 

 最後に、DPAT に求める活動については、い

ずれの回答者も、「避難所におけるメンタル

ヘルスケアニーズの対応」が最多で、次に

「被災した精神科病院の診療継続支援」と続

いており、地域における精神科医療の提供が

求められる結果となった。この結果は、より

中長期での活動を期待されていることが示唆

される。 

８．本研究の限界 

昨年度と同様ではあるが、本研究における

首都直下地震の被災想定は、自治体毎に策定

されたものであるため、統一性に欠ける点、

および被災想定４自治体以外では被災してい

ないという前提であったが、実災害時には隣

県も被災している可能性があり、現地に行く

までのアクセスの問題も考慮する必要がある

ことが挙げられる。そのため、被災自治体外

からの派遣は遅れる可能性があり、自県内の

DPAT 体制整備の強化が求められる。 

 

Ｅ．結論 

昨年度の研究結果も踏まえ、本部活動に必

要な隊数を算出した。すでに現時点での先遣

隊数を超えていることが判明した。 

さらにこの数に加え、病院支援時の隊数、

地域支援の隊数も加える必要があり、前者は

次年度により細かな評価をしていき、後者は

他分担研究者の研究結果を参照されたい。そ

して、現在登録されている DPAT 隊員が、例え

ば転勤等で医療機関から外れた場合において

も、柔軟に活用できるよう、自治体に働き掛

けていく必要がある。 

また、前年度でも述べたことではあるが、

激甚災害時におけるアクセスの問題を考える

と、発災直後に外部から DPAT が支援に来るこ

とも困難であることが予想されるため、発災

直後の必要隊数は被災自治体内で育成する必

要がある。 

さらに DMAT 隊員による DPAT への評価等に

対するアンケート調査を実施し、肯定的な評

価を得られたが、課題についての意見も得ら

れた。 

次年度は、今年度の結果を踏まえ、他の分

担班と協議しつつ、調査結果の精査を予定し

ている。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ.研究発表 
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１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

 福生泰久：南海トラフ地震等への対応検

討のための研究結果と得られた課題, 第

30 回日本災害医学会総会・学術集会（愛

知）2025．03．06 

 尾崎光紗：南海トラフ地震等の激甚災害

における DPAT の必要隊数及び役割の検

討, 第 30 回日本災害医学会総会・学術集

会（愛知）2025．03．07 

 納橋優奈：災害派遣精神医療チーム

（DPAT）活動における機能強化のための

課題について―自治体からの視点―, 第

30 回日本災害医学会総会・学術集会（愛

知）2025．03．06 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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図１．DPAT の質の向上に関する具体と課題 

 

図２．予算について 
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表１．大規模地震時医療活動訓練における被災状況 

 

 

表２．想定される DPAT 活動拠点本部の数と担当する精神科病院数、その理由 

 
 

表３．DPAT 調整本部に必要な人員 
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表４．DPAT 調整本部おいて、DPAT に担ってもらいたい役割 

 

表５．DPAT 活動拠点本部に必要な人員 
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表６．DPAT 調整本部おいて、DPAT に担ってもらいたい役割 

 

表７．DPAT の課題（DPAT の質と関連予算について） 
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表８．DPAT 調整本部に必要な人員（N=18） 

 

表９．DPAT 活動拠点本部に必要な人員（N=47） 

 
 

表 10.病院避難の支援内容（N=10） 
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図３ DPAT の良かった点、良くなかった点 

 

 

 

 
 

図４ DPAT の問題点（DPAT と一緒に活動した群） 
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図５ DPAT の問題点（DPAT と一緒に活動したことがない群） 

 

 

図６. DPAT に求める内容（DPAT と一緒に活動した群） 
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 図７  DPAT に求める内容（DPAT と一緒に活動していない群） 
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資料１．被災想定自治体向け調査 
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資料１．被災想定自治体向け調査（続き） 
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資料２．DPAT隊員向け調査 
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資料２．DPAT隊員向け調査（続き） 

 

� � �

�

�

�

�

 ２－４）被災精神科病院で活動したDPAT隊員にお尋ねします。
  ２－４－１）被災精神科病院でどのような活動をされましたか【複数選択可】 ←該当する隊のみ回答

病院避難 診療継続⽀援 その他
   ２－４－２）２－４－１）で病院避難と回答した隊にお尋ねします。
     ①その患者数と内訳について教えてください【机上訓練の場合はその数】 ←該当する隊のみ回答

搬送患者総数 ⼈
⼊院形態 内措置⼊院 ⼈

内医療保護⼊院 ⼈
内任意⼊院 ⼈
内その他 ⼈

⾏動制限 内隔離患者数 ⼈
内拘束患者数 ⼈

     ②実際に搬送を⾏ったDPAT隊数 隊 ←該当する隊のみ回答
     ③本来必要であったDPAT隊数【理想値】 隊 ←該当する隊のみ回答

  ２－４－３）２－４－１）で診療継続⽀援に対応した隊にお尋ねします。
     ①診療継続⽀援をした内容について教えてください。 ←該当する隊のみ回答

     ②実際に対応したDPAT隊数 隊 ←該当する隊のみ回答
     ③本来必要であったDPAT隊数【理想値】 隊 ←該当する隊のみ回答

  ２－４－４）２－４－１）でその他の対応した隊にお尋ねします。
     ①その内容について教えてください。 ←該当する隊のみ回答

     ②実際に対応したDPAT隊数 隊 ←該当する隊のみ回答
     ③本来必要であったDPAT隊数【理想値】 隊 ←該当する隊のみ回答

 ２－５）災害拠点精神科病院で活動したDPAT隊員にお尋ねします。
  ２－５－１）災害拠点精神科病院で受け⼊れた患者についてお尋ねします
     ①その患者数と内訳について教えてください【机上訓練の場合はその数】 ←該当する隊のみ回答

搬送患者総数 ⼈
⼊院形態 内措置⼊院 ⼈

内医療保護⼊院 ⼈
内任意⼊院 ⼈
内その他 ⼈

⾏動制限 内隔離患者数 ⼈
内拘束患者数 ⼈

     ②実際に対応したDPAT隊数 隊 ←該当する隊のみ回答
     ③本来必要であったDPAT隊数【理想値】 隊 ←該当する隊のみ回答
  ２－５－２）災害拠点精神科病院における活動内容についてお尋ねします ←該当する隊のみ回答

医療的対応（診察、処⽅、⾏動制限等）
看護的対応（⾷事介助、内服介助等）
業務調整員的対応（必要物品の連絡、法解釈の確認等）
その他

 ２－６）避難所で活動したDPAT隊員にお尋ねします。
     ①具体的な活動内容について教えてください。 ←該当する隊のみ回答

     ②実際に対応したDPAT隊数 隊 ←該当する隊のみ回答
     ③本来必要であったDPAT隊数【理想値】 隊 ←該当する隊のみ回答

 ２－７）総合病院・⾝体科病院（リエゾン）で活動したDPAT隊員にお尋ねします。
     ①その内容について教えてください。 ←該当する隊のみ回答

     ②実際に対応したDPAT隊数 隊 ←該当する隊のみ回答
     ③本来必要であったDPAT隊数【理想値】 隊 ←該当する隊のみ回答

 ２－８）その他で活動したDPAT隊員にお尋ねします。
     ①その内容について教えてください。 ←該当する隊のみ回答

     ②実際に対応したDPAT隊数 隊 ←該当する隊のみ回答
     ③本来必要であったDPAT隊数【理想値】 隊 ←該当する隊のみ回答

アンケート調査はこれで終了です。
ご協⼒ありがとうございました。
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資料３．日赤こころのケア指導者向け調査 

 

令和 6 年度厚⽣労働科学研究 
災害派遣精神医療チーム（DPAT）活動における機能強化と 
激甚災害（南海トラフ地震等）への対応検討のための研究 

⽇本⾚⼗字社向けインタビュー調査 
 

１． 属性についてお尋ねします 
性別；男性、⼥性 
年齢：30 代、40 代、50 代、60 代以上 
職種；医師、看護師、業務調整員 
災害関連に従事した活動年数： 

２． 実災害時における DPAT への評価についてお尋ねします 
２−１）災害時、DPAT と⼀緒に活動をされましたか？ 
 ⼀緒に活動した 

⼀緒に活動しなかった➡３へお進みください 
  ２−２）⼀緒に活動したと回答した⽅にお尋ねします。どの災害で⼀緒に活動されましたか 
   平成 28 年熊本地震、平成 29 年那須雪崩事故、平成 29 年九州北部豪⾬、 
   平成 30 年北海道胆振東部地震、平成 30 年 7 ⽉豪⾬、令和元年 8 ⽉⼤⾬ 
   令和元年台⾵ 15 号、令和元年台⾵ 19 号、令和 2 年 7 ⽉豪⾬ 
   令和 3 年伊⾖⼭地区⼟砂災害、令和 3 年 8 ⽉ 11 ⽇⼤⾬災害 
   令和 4 年 8 ⽉ 1 ⽇からの⼤⾬災害 
   令和 5 年 7 ⽉ 7 ⽇からの⼤⾬災害、 
   令和 5 年台⾵ 6 号、令和 6 年能登半島地震 
  ２−３）⼀緒に活動した場所はどこですか？ 
   調整本部、活動拠点本部、被災病院、避難所 
   その他： 
  ２−４）貴⽅からみた DPAT の評価についてお答えください 
   とても良かった、良かった、あまり良くなかった、良くなかった 
  ２−５）良かった点、良くなかった点をそれぞれ具体的に教えてください 
   良かった点： 
   良くなかった点： 
３． DPAT の課題と求める活動についてお尋ねします 

３−１）貴⽅から⾒て、DPAT の問題点はなんだと思いますか（複数選択可） 
 動きが遅い、どこにいるかわからない、何をやってくれるかわからない 
 コミュニケーションがとれない、依頼しても断られる、 

その他： 
３−２）貴⽅からみて DPAT に求める活動についてお答えください（複数選択可能） 
 被災した精神科病院からの転院搬送、被災した精神科病院の診療継続⽀援、 
 ⾝体合併症を負った患者の精神的な対応、避難所におけるメンタルヘルスケアニーズの対応、⾃分やチー
ムの⼼の不調に対するケア 
 その他； 


